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JR 尼崎駅周辺(南地区）の土地利用誘導方針 

 

○ はじめに 

尼崎市都市計画マスタープラン（H26）において、JR 尼崎駅周辺は広域拠点と位置付けており、

また尼 崎 市 立 地 適 正 化 計 画（H29）では、都 市 機 能 誘 導 区 域 並びに産 業 誘 導 区 域 としての位 置

付 けを行 い、都 市 機 能 の集 積 と交 通 利 便 性 を活 かした快 適 な都 市 居 住 の提 供 とともに、操 業 環

境 の維 持 ・保 全 を基 本 としつつ、駅 周 辺 の工 業 地 としての利 便 性 を活 かした都 市 型 産 業 への転

換などを可能とすることを都市づくりの方向性として掲げています。 

ＪＲ尼 崎 駅 周 辺 の現 状 を見 ますと、近 年 の市 街 地 再 開 発 事 業 や土 地 区 画 整 理 事 業 に伴 う開

発 事 業 並 びに用 途 地 域 、地 区 計 画 等 の都 市 計 画 制 度 の活 用 により、従 前 の工 業 地 から広 域 拠

点へと土地 利用転換を遂げた駅の北側に比べて、古くからの土地区画 整理事業による基盤整備

とともに市 街 化が進んだ駅の南側は、土地 利用 が変化するなかで低未 利用 地が目 立つ状況にあ

ります。 

このように広 域 拠 点 として位 置 づけられている一 方 、南 地 区 ではこうした課 題 を解 決 し、今 後 の

土地利用をより適切に誘導するため、本方針を策定することとしました。 
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１ 対象範囲  

JR 尼崎駅周辺のうち、JR 神戸線並びに都市計画道路の長洲線、常光寺難波線及び尼崎伊

丹線で囲まれた駅の南地区、約 77ha を対象とする。（以下「対象地区」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対象地区の位置付け 

（1） 上位・関連計画 
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・ 商 業 立 地 ガ イ ド ラ イ ン  

・ 内 陸 部 工 業 地 の 土 地 利 用 誘 導 指 針  

・ 地 域 防 災 計 画  

・ 地 域 交 通 計 画  

・ 公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画  

・ 住 宅 マ ス タ ー プ ラ ン  

・ 都 市 計 画 道 路 整 備 プ ロ グ ラ ム  

・ 緑 の 基 本 計 画  

・ 都 市 美 形 成 計 画  

・ 環 境 基 本 計 画  

・ 地 域 保 健 医 療 計 画  

・ 高 齢 者 保 健 福 祉 計 画 ・  

介 護 保 険 事 業 計 画  

・ 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画  等  

阪神間都市計画区域の整備、開発 
及び保全の方針（H28.3） 

(阪神地域都市計画区域マスタープラン) 

尼崎市総合計画（H24.6） 

尼崎版総合戦略（H28.11） 

尼崎市の都市計画に関する 

基本的な方針（H26.3） 

(尼崎市都市計画マスタープラン) 

尼崎市立地適正化計画（H29.3） 
○ 立 地 適 正 化 計 画 に お け る  

め ざ す ま ち の 姿 と 都 市 構 造  

○ 立 地 の 適 正 化 に 関 す る 基 本 的 な 方 針  

○ 居 住 誘 導 区 域 及 び 都 市 機 能 誘 導 区 域 ・ 誘 導 施 設  

 

JR 尼崎駅周辺(南地区）の 
土地利用誘導方針 
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尼崎市立地適正化計画 

・  尼 崎 市 立 地 適 正 化 計 画 では、居 住 機 能 、都 市 機 能 、産 業 機 能 を適 切 に誘 導 する区 域を

設定しており、JR 尼崎駅周辺は下図（図 3）のとおり設定している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［居住誘導区域］ 

工業地として保全を図る工業地域以外の区域に設定している。 

［都市機能誘導区域］ 

居 住 誘 導 区 域 のうち、尼 崎 市 都 市 計 画 マスタープランにおいて広 域 拠 点 と位 置 付 けてい

るＪＲ尼 崎 駅 周 辺 の概 ね半 径 800ｍの範 囲 を目 安 とし、用 途 地 域 、土 地 の利 用 状 況 等 を基

に設定し、次に掲げる都市づくりの方向性を示している。 

① 都市づくりの方向性 

市 内 外 、他 都 市 をつなぐ鉄 道 が交 わる拠 点 であり、商 業 集 積 地 や住 宅 地 だけでなく、

高度 化された既存産 業 や都市 型産 業等の働く場の確 保を進めることで、市内 外から多

様な人々が多様な目的、多様な選択肢を求めて集まることで、賑わいを創出する。 

③ 必要と考えられる都市機能 

商 業 施 設 （大 規 模 ）、子 育 て支 援 施 設 、市 外 及 び市 内 全 域 から利 用 される公 的 施  

設、教育文化施設、スポーツ施設、業務施設 等  

［産業誘導区域］ 

立 地 特 性 を活 かした産 業 集 積 地 となっている「尼 崎 市 内 陸 部 工 業 地 の土 地 利 用 誘 導 指

針 」における工 業 保 全 ゾーンの範 囲 に設 定 し、次 に掲 げる都 市 づくりの方 向 性 を示 してい

る。 

① 都市づくりの方向性 

長 年 にわたり、本 市 をけん引 してきた工 業 地 の操 業 環 境 を維 持 し続 けるだけでなく、活

気ある事 業 所が集まり、人や物を通 した市内 外 との交 流が発 生するよう、時 代の変 化に

応じた新たな産業機能への連続性のある変化も可能となる地域とする。 

  

図３ 尼崎市立地適正化計画における JR 尼崎駅周辺詳細図 

都市機能誘導区域 

産業誘導区域 

【凡例】 
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 (2) 都市計画 

対象地区に係る都市計画の状況は次のとおりである。 

① 用途地域（図１参照） 

新 都 市 計 画 法 に基 づく用 途 地 域 指 定 （S48）以 降 の変 更 箇 所 は記 念 公 園 （H8。工 業

⇒準工業）。法改正による住居系地域の呼称変更(H8)はあるが実質的な変更はない。 

・ 近隣商業地域(300/80)：駅前の街区及び尼崎駅大物線沿道の一部 

・ 第１種住居地域(200/60)：尼崎駅大物線以東 

・ 工業地域(200/60)：尼崎駅大物線以西（但し、記念公園は準工業地域） 

② 特別用途地区 

住 工 共 存 型 特 別 工 業 地 区 (H22)：住 環 境 整 備 条 例 に基 づいて規 定 していた住 居 系

指 向 地 域 を対 象 に指 定 し、工 業 施 設 に対 する準 工 業 地 域 並 みの用 途 規 制 等 を実 施 し

ている。 

③ 高度地区 

・ 第３種高度地区(H8)：第１種住居地域内で、北側斜線型の高さ制限を実施している。 

・ 第５種高度 地区(H22)：住工共 存型 特別工 業地 区内で第 1 種住居地 域並みの高 さ

制限を実施している。 

④ 防火地域・準防火地域 

・ 防 火 地 域 (S32)：尼 崎 駅 大 物 線 の駅 前 ～常 光 寺 難 波 線 間 の沿 道 11ｍを指 定 してい

る。 

・  準防火地域(S60)：近隣商業地域、第１種住居地域及び準工業地域に指定している。 

※工業地域については、建築基準法第 22 条の区域を指定している。 

⑤ 都市基盤 

       対 象 地 区 は大 部 分 が土 地 区 画 整 理 事 業 (S14～29)が施 行 された区 域 であり、長 洲

久々知 線 と JR 神 戸 線 及び福 知 山 線が立 体 交 差する地 下 道が開 通 したことから、対 象

地区内の都市計画道路、都市計画公園は一部を除いて整備済である。 

 

(3) 土地利用に関連する施策 

  対象地区内の土地利用に対しては、次に掲げる事項を市独自の施策として講じている。 

① 内陸部工業地の土地利用誘導指針（H19） 

各 ゾーンに、用 途 地 域 ・特 別 用 途 地 区 ・地 区 計 画 等 の都 市 計 画 制 度 の活 用 及 び尼

崎 市 住 環 境 整 備 条 例 、商 業 立 地 ガイドライン等 との連 携 により、土 地 利 用 誘 導 の具 体

化 を図 る。（対 象 地 区 内 のゾーン区 分 及 び都 市 計 画 等 指 定 状 況 は次 ページ図 ４のとお

り） 

   ・各ゾーンの土地利用誘導の方向 

「工業保全ゾーン・大規模工場立地ゾーン」 

工業地としての操業環境の保全を土地利用誘導の基本とする。 

「工業複合ゾーン」 

既 存 工 業 施 設 の操 業 環 境 の保 全 を基 本 としつつ、住 環 境 にも配 慮 して、各 地 区

の特性に合った土地利用誘導を基本とする。  
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②  尼崎市住環境整備条例(S59) 

          工 業 地 域 内 での新たな住 宅 建 設 計 画 に対 する、緩 衝 緑 地 帯 設 置 基 準 （幅 員 6ｍ以

上 かつ事 業 施 行 地 積 の 25％以 上 の緑 地 を確 保 し、緑 地 の面 積 は建 築 敷 地 面 積 に算

入 しない。)により、良 好 な住 環 境 を確 保 する措 置 を講 じており、その結 果 、住 宅 の立 地

抑制にもなっている。 

          小 規 模 敷 地 が多 く、土 地 の低 未 利 用 化 が進 む地 区 を対 象 に、一 定 基 準 に適 合 する

場合は緩衝緑地帯設置基準を適用除外する旨の特例措置制度を H22 に設けている。 

（対象地区内では上図に示す 2 地区（特例措置制度適用地区）が該当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  商業立地ガイドライン（H16） 

          市内を 8 種類のゾーンに分け、まちづくりの面からの商業機能の方向並びに大型商

業施設に対する誘導・規制の考え方を示したもの。 

          対 象 地 区 内 のゾーン区 分 と店 舗 面 積 の上 限 は次 のとおりである。なお、対 象 地 区 の

東 西 に接 する大 規 模 工 場 立 地 ゾーンについては原 則 、全 ての店 舗 を立 地 規 制 し、開 発

構想段階で個別に対応することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
  

①広 域 型 商 業 集 積 ゾーン 

（上 限 は特 に定 めない） 

②工 業 保 全 ゾーン 

（3,000 ㎡を上 限 とする）※ 

③住 工 共 存 ゾーン 

（1,000 ㎡を上 限 とする） 

④駅 周 辺 商 業 業 務 ゾーン 

（上 限 は特 に定 めない）※ 

⑤複 合 住 宅 ゾーン 

（1,000 ㎡を上 限 とする）※ 

 

凡 例       対 象 地

※接道条件により異なる 

図５ 対象地区の商業立地ガイドライン 

図４ 対象地区の内陸部工業地の土地利用誘導指針 

② 

① 

④ 

③ 

⑤ 

③ 
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３ 対象地区の現状 

(1) 人口 

本市の人口は減少傾向が続いており、平成 52 年にはさらに 10 万人減少して 34.1 万人に

なると推測されているなかで、駅南地区では、平成 8 年に比べて平成 27 年の人口は 1.5 倍の

約 5,700 人となっており、平成 52 年の人口減少の割合は小さいものと見込まれる。同様に駅の

北側においても平成 8 年と比べ平成 27 年の人口は 3 倍の約 9,100 人と大きく増加しており、

これらの背景としては、市街地開 発 事業や JR の利便性向 上等による新たな住宅供給が要因

にある。 

 

(2) 産業 

   ① 事業所、従業員数 

全市的に減少傾向が続いており、駅南地区においても、平成 8 年と平成 24 年の統計調 査

の対比で事 業所数、従 業員数ともに減少しているが、地 区西側の工 業地や商 業 地では事業

所 数 が微 増 するなど産 業 地 としての環 境 が維 持 されている状 況 にある。なお、駅 の北 側 では

商業・業務ビルの立地に伴い事業所数、従業員数ともに大きく増加している。 

   ② 工業施設 

・ 概 ね尼 崎 駅 大 物 線 を境として西 側 に工 業 地 域 を指 定 しているが、工 業 施 設 のほとんどが

同地域内に立地している。 

・ 駅南の対象地区では、H8 以降に 10 の工業施設が閉鎖しており、それら施設跡地の一部

では商 業 施 設やマンションへの土 地 利 用 転 換 が見られるものの、工 業 、物 流 施 設 としての

利用も多く、産業地としての環境を維持している。 

      ※跡地の利用状況 （注 ：分 割 された跡 地 もあるため総 数 が異 なる。） 

       ・工場(4) ・物流(1) ・商業業務(1) ・住宅(5) ・未定(2) 

③ 商業施設 

      大 規 模 店 舗 が立 地 する駅 の北 側 に比 べ、駅 南 の対 象 地 区 においても商 業 規 模 は小 さい

が、家電量 販店、スーパー、コンビニエンスストアほか飲食 店などが立 地する駅前 商業 地とな

っている。 

   ④ 都市機能施設 

・ 拠 点 駅 としての立 地 特 性 もあって、駅 南 北 ともに、医 療 施 設 、教 育 施 設 、社 会 福 祉 施 設

等が立地しており、充足状況にある。 

・ その中で、小 田 支 所 、小 田 地 区 会 館の再 配 置 計 画が予 定されるとともに、東 警 察 署が駅

の北側へ移転される。 
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４ ゾーン区分の設定による現状分析と土地利用誘導の方向性 

JR 尼 崎 駅 周 辺の一 角 を担う地 区 として、対 象 地 区の位置 付けや現状 を踏まえ、ゾーン区 分し、

各 ゾーンの立 地 特 性 を踏 まえた土 地 利 用 誘 導 の方 向 性 を示 すことにより、これらが相 互 に関 連 し

た広域拠点にふさわしいまちづくりを目指す。 

(1) ゾーン区分の設定 

 対 象 地 区 の位 置 付 けや現 状 を踏 まえ、対 象 地 区 を駅 前 商 業 ・業 務 ゾーン、駅 周 辺 複 合 ゾー

ン、複合住宅ゾーン、産業・スポーツゾーンの 4 ゾーンに区分する。 
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JR 尼 崎 駅  

（第 5 種 高 度 地 区 ） 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ 

☆ ☆ 

☆ 

☆ H8 以 降 に閉 鎖 した工 業 施 設  

記 念 公 園  

潮 江 緑 遊 公 園  

図６ 対象地区の土地利用 

図７ ゾーン区分 

東 警 察  

☆ 
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ゾーン区分                範 囲※○付 き数 字 は街 区 番 号 を示 す 

駅前商業・業務ゾーン 潮江 1 丁目①、長洲本通 1 丁目①～⑥、⑩～⑬、⑮、⑯、 

長洲西通 1 丁目①～③、長洲中通 1 丁目①～④、⑥ 

駅周辺複合ゾーン 長洲本通 1 丁目⑭、長洲西通 1 丁目④～⑪ 

複合住宅ゾーン 長洲本通 1 丁目②、⑦、⑧、 

長洲中通 1 丁目①～③、⑤、⑦～⑬ 

産業・スポーツゾーン 長洲西通 1 丁目⑬～⑯、金楽寺町 1 丁目①～⑥、 

西長洲町 1 丁目①～⑩、潮江 5 丁目① 

 

(2) ゾーン区分ごとの現状分析 

   ① ゾーン別土地利用分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ゾーン別土地利用の概況 

［駅前商業・業務ゾーン］ 

・ 駅前広場は、ＪＲ各線と阪神バス、関西空港バスとの結節点機能を有している。 

・ 駅 前 広 場 を囲 む形 で飲 食 店 、物 販 店 、業 務 施 設 が立 地 し、尼 崎 駅 大 物 線 沿 道 では主

に中高層マンション、店舗等の土地利用となっている。 

・ 浜 北 難 波 線 沿 道 は、機 能 更 新 を予 定 している小 田 支 所 のほかは駐 車 場 利 用 が多 くなっ

ている。 

・ 長 洲 中 通 １丁 目 地 内 の住 居 地 域 内 には長 屋 建 住 宅 等 が多 いが、建 替 の際 には高 度 利

用も可能な敷地規模を有する土地がある。 

・ 未利用地が総地積の約 16％ある。 

［駅周辺複合ゾーン］ 

・ これまでの工 業 地 から業 務 施 設 、物 販 店 、マンションが立 地 する複 合 地 へと土 地 利 用 転

換が進んでいる。 

・ 長 洲 本 通 １丁 目 にある工 場 は古 くからこの地 で操 業 を続 けているが、近 年 、敷 地 の一 部

で物販店が開業した。 

・ 既存住宅をはじめとして建替時期を迎える建物が増えている。 

・ 長 洲 西 通 1 丁 目 地 内 の温 浴 施 設 や工 場 の転 出 などもあって、未 利 用 地 が総 地 積 の約

0 5 10 15 20 25 30 35

産業・スポーツゾーン

複合住宅ゾーン

駅周辺複合ゾーン

駅前商業・業務ゾーン

住宅地

商業地

工業地

その他

未利用地

記念公園

（ha） 
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25％ある。 

［複合住宅ゾーン］ 

・ 幅員 6～8m の道路による街区が整備された小・中・高校を含む住宅ゾーン。 

・ 概 ね低 層 中 心 の住 宅 地 であるが、駐 車 場 、倉 庫 、社 宅 用 地 など高 度 利 用 も可 能 な規 模

もある。 

［産業・スポーツゾーン］ 

・ 駅の南地区内の工業施設の約 90％が産業・スポーツゾーン内に立地している。 

・ 阪神・淡路大震災後の H8 以降の閉鎖工場（敷地 2,000 ㎡以上）が 5 社あるが、跡地利

用としては、緩衝緑地帯設置基準に適合したマンション 2 棟への土地利用転換はあるもの

の、新たに工場、業務施設も立地しており、工業地としての操業環境が守られている。 

・ 長洲久々知線沿いに立地していた工場の多くが、拡幅整備後も建替更新している。 

・ 未利用地が総地積の約 6％ある。 

・ 近 年 、特 別 養 護 老 人 ホーム、デイサービスなどの福 祉 施 設 が立 地 しており、これら施 設 の

進出が工場等の操業環境に与える影響について検証が必要である。 

・ 西長洲町 1 丁目では、緩衝緑地帯設置基準の特例措置制度を適用した住宅が新築さ

れた。 

・ 総地積の約 35％が記念公園であり、体育館や陸上競技場が立地している。 

 

(3) ゾーン区分ごとの土地利用誘導の方向性  

各 ゾーンの現 状 、立 地 特 性 を踏 まえた土 地 利 用 誘 導 の方 向 性 を示 すとともに、その具 体 化

を図るための地域のまちづくりの方策を示す。 

① 駅前商業・業務ゾーン 

＜方向性＞ 

・広域的に利用される公的施設、生活利便施設等の都市機能の集積を促進するととも

に、交 通 利 便 性 を活 かした都 市 居 住 の誘 導 及 び土 地 の高 度 利 用 により駅 前 としての

市街地形成を目指す。 

 

＜現状の規制・誘導等＞ 

用途地 域        
近隣商 業地 域 工業地 域（住工共 存型

特別工 業地 区） 

第 1 種住居 地域  

建ぺい率        80％ 60％ 

容積率         400％ 200％ 

高度地 区  なし 第 5 種 第 3 種 

日影規 制  なし 住宅のみ有 有 

店 舗 面 積 （ 商 業 立

地ガイドライン） 

制限なし 1,000 ㎡以 内 

防火規 制  

準防火 地域  建築基 準法  

第 22 条区 域 

準防火 地域  

尼崎駅 大物 線沿道のみ防火地 域  
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＜活用が考えられる方策＞ 

・用途地域・指定容積率 

・地区計画（規制の強化・緩和） 

・特別用途地区 

・特定用途誘導地区 

・都市美形成計画に定める誘導基準、届出制度 

 

② 駅周辺複合ゾーン 

＜方向性＞ 

・ 駅周辺、幹線道路沿 道としての立地特性を活かして、既存工場との調和を図りつつ

「駅 前 商 業・業 務ゾーン」と連 担 した業 務・生 活 利 便 施 設 ・住 宅 などが共 存 する多 様

な土地利用の誘導を図る。 

・ 住宅、工業相互の環境保全と調和のために、工業地域内の新たな住宅建設に対し

ては緩 衝 緑 地 帯 の設 置 等 により周 辺 工 場 の操 業 環 境 に対 し一 定 の配 慮 を行 う。さ

らに、一 街 区 を最 小 単 位 とした 地 区 計 画 等 の手 法 により、危 険 性 が大 きい工 場 等

の建 築 禁 止 、オープンスペースの創 出 など、駅 周 辺 の複 合 地 として良 好 な環 境 を有

する市街地形成及び、高度利用の促進を図る。 

 

＜現状の規制・誘導等＞ 

用途地 域        工業地 域  工業地 域（住工共 存型

特別工 業地 区） 

工業地 域（特例措

置制度 適用 地区） 

建ぺい率        60％ 

容積率         200％ 

高度地 区  なし 第 5 種 住宅のみ有 

日影規 制  なし 住宅のみ有 住宅のみ有 

店 舗 面 積 （ 商 業 立

地ガイドライン）  

上限なし※ 1,000 ㎡以 内 1,000 ㎡以 内 

防火規 制  建築基 準法 第 22 条区 域 

 ※接 道 条 件 により異 なる 

＜活用が考えられる方策＞ 

・地区計画（規制の強化・緩和） 

・特別用途地区 

・特定用途誘導地区 

・緩衝緑地帯設置基準 

・都市美形成計画に定める誘導基準、届出制度  ・建築物の耐火促進（準防火地域） 

 

③ 複合住宅ゾーン 

＜方向性＞ 

・ 駅 周 辺 の立 地 特 性 を活 かした利 便 性 の高 い快 適 な都 市 居 住 が維 持 できるまちを目

標に、主に中高層を中心とした住宅地の形成、住環境の保全を促進する。 

・ 今後、駅勢圏の広がりが期待されるような施設の誘導も考えられる。 
 

＜現状の規制・誘導等＞ 

用途地 域        第 1 種住居 地域  
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建ぺい率         60％ 

容積率          200％ 

高度地 区  第 3 種 

日影規 制  有 

店舗面 積（商業立 地ガイドライン） 1,000 ㎡以 内 

防火規 制  準防火 地域  

 

＜活用が考えられる方策＞ 

・特別用途地区 ・地区計画（規制の強化・緩和） 

・都市美形成計画に定める誘導基準、届出制度  ・特定用途誘導地区 

 

④ 産業・スポーツゾーン 

     ＜方向性＞ 

・ 駅周 辺としての立地 特 性を活かしたものづくり、知 識づくり、ネットワークづくりに関する

産業集積を図る。 

・ 隣接する工業地も含 めた産業活 動を継続できる環境を維持するため、工場跡 地に対

しては、時 代 に応 じた新 たな企 業 を誘 致 する一 方 で、新 たな住 宅 建 設 に対 しては緩

衝緑地帯設置基準により、工場の操業環境を保全する。 

・ 西長洲町１丁目の緩衝緑地帯設置基準の特例措置制度適用地区については、その

取扱いを継続する。 

・ 都 市 計 画 道 路 長 洲 久々知 線 の沿 道 については、幹 線 道 路 沿 道 にふさわしい土 地 利

用を図る。 

・ 記念公園は、広域に利用される運動公園として維持する。 

 

 

＜現状の規制・誘導等＞ 

用途地 域        工業地 域  工業地 域（特例措 置制

度適用 地区 ） 

準工業 地域  

（記念公園） 

建ぺい率        60％ 

容積率          200％ 

高度地 区  なし 住宅のみ有 なし 

日影規 制  なし 住宅のみ有 なし 

店 舗 面 積（商 業 立 地

ガイドライン） 

3,000 ㎡以 内 ※ 1,000 ㎡以 内 ※ 1,000 ㎡以 内 

防火規 制  建築基 準法 第 22 条区 域 準防火 地域  

※接 道 条 件 により異 なる 

＜活用が考えられる方策＞ 

・特別用途地区 

・地区計画（規制の強化） 

・緩衝緑地帯設置基準 

・企業立地促進制度 

・都市美形成計画に定める誘導基準、届出制度 
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５ 活用が考えられる方策とその留意点 

各 種 方 策 の活 用 にあたっては、各 ゾーンの方 向 性 に照 らし合 わせ、次 に掲 げる事 項 に留 意

して、当 該 地 区 における土 地 ・建 物 現 況 の詳 細 な調 査 を行 ったうえで、効 果 的 な制 度 活 用 を

図る。 

なお、建 築 物 の用 途 、規 模 等 の規 制 緩 和 を伴 う場 合 は、ゾーン内 外 の商 業 環 境 及 び操 業

環境並びに住環境との調和・連携に留意することとする。 

 

(1) 商業・業務系など都市機能の誘導と駅前としての高度利用に向けた方策 

  （①、②該当ゾーン：駅前商業・業務、 ③～⑤該当ゾーン：駅前商業・業務、駅周辺複合） 

① 用途地域の変更  

標 題 に掲 げる土 地 利 用 への転 換 が進 み、あるいは市 街 地 開 発 事 業 等 で転 換 が確 実 な場

合 にあって、地 区 周 辺 の用 途 地 域 との調 和 が図 れるなどの基 準 に適 合 する場 合 は適 切 な用

途 地 域 に変 更 することが可 能 であるが、変 更 に伴 い、変 更 地 区 内 外 の住 環 境 等 の保 全 を図

るため、適宜、地区計画等の検討が必要。 

② 指定容積率の変更 

立地適正化計画での位置付けや道路等の基盤整備の状況並びに土地の高度利用が確

実 な場 合 には高い指 定 容 積 率 に変 更 することが可 能 であるが、指 定 した地 区 内 の全 ての敷

地が緩 和されるため環 境 悪 化を招 く恐れがあることから、建 物の敷 地 規 模や用 途 別 による容

積率の制限や高さ制限等を定める地区計画等の検討が必要。 

③ 特別用途地区の指定 

誘 導 が必 要 な都 市 機 能 施 設 が現 行 の用 途 地 域 では建 築 不 可 な建 物 用 途 である場 合 に

は、当該誘導施設が当地区にとって必要な理由を整理し、特別用途地区制度で緩和すると

ともに、駅前としてふさわしくない用途を規制することが可能。 

④ 特定用途誘導地区の指定 

立地適正化計画に位置付ける誘導施設の用途、容積、高さが現行の用途地域では建築

不 可 となる場 合 には、当 該 施 設 が必 要である理 由 と周 辺 との環 境 調 和を整 理 したうえで、特

定用途誘導地区制度で緩和することが可能。 

⑤ 地区計画による規制緩和及び強化によるコントロール 

各ゾーンの方向性に適合した土地利用を誘導するために、必要な建物用途の規制・誘導

とともに容積 率等の緩和を必要とする場合は、公共施設の整備状況、土地利用の状況に鑑

み、再 開 発 等 促 進 区 あるいは高 度 利 用 型 や用 途 別 容 積 型 等 の地 区 計 画 制 度 を活 用 し良

好な環境形成を誘導する。 

なお、工 業 地 域 内 で新 たな住 宅 建 設 を行 う場 合 は、緩 衝 緑 地 帯 の設 置 等 により周 辺 工

場 の操 業 環 境 に対 し一 定 の配 慮 を行 い、それを地 区 計 画 に位 置 付 けることにより、⑨の緩

衝緑地を敷地面積に算入することが可能。 
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 (2) 駅 前 の立 地 特 性 を活 かした、中 高 層 を中 心 とした住 宅 地 の形 成 、住 環 境 の保 全 に向 けた

方策（該当ゾーン：複合住宅） 

⑥ 地区計画によるコントロール 

中高 層 建 築 物に対する高さ制 限や壁面 後 退による空間の確保 、その他建 物 用 途 の制限、

最低敷地規模などの制限が可能。 

 

(3) 利便性の高い立地特性を活かした産業活動の環境保全に向けた方策 

   （該当ゾーン：産業・スポーツ） 

⑦ 特別用途地区による土地利用の制限 

住宅立地を禁止する等、工業・業務の集積の維持を図ることが可能。 

⑧ 地区計画による土地利用の制限 

地区の利害関係者の理解、提案のもとに、当該地区に適した制限を定めることが可能。 

   ⑨ 緩衝緑地帯設置基準 

住宅を建 設 する場合、住宅の敷地 の境界に沿 ってその外 側に幅 員 が 6ｍ以上 で、かつ、

面積が事業施行地積の 25％以上の緩衝帯としての緑地を整備することを住環境整備条例

で定 めている。この緑 地 を整 備 することにより、操 業 環 境 の維 持 を図 っている。なお、整 備 さ

れた緑地の敷地は、住宅の敷地面積に含まれない。 

⑩ 企業立地促進制度の活用 

工 場 跡 地 等 の未 利 用 地 が発 生 した場 合 には、当 該 制 度 を活 用 し、新 たな企 業 誘 致 を図

る。 

 

(4) 景観形成に向けた方策 

（該当ゾーン：全て） 

尼崎市都市美形成計画に沿った良好な都市景観の形成を図る。 

誘導基 準並 びに届出 制 度により、特に都市計 画 道路や駅前 通り等の幹 線道路 沿道 では、

沿道景観の調和に配慮し、駅前にふさわしい風格と賑わいのあるまちなみ景観を形成する。 

 

(5) 火災に強い安全・安心なまちづくりに向けた方策 

（対象ゾーン：駅周辺複合） 

拠点駅として多数の人が集散する JR 尼崎駅周辺では、市街地開発事業により整備され

た駅 の北 側 の商 業 地 及 び駅 への連 絡 路 である駅 の南 地 区 の尼 崎 駅 大 物 線 沿 道 を防 火 地

域に指定するとともに、工業地域を除く区域を準防火地域に指定している。 

安全、安心なまちづくりを促進するため、③特別用途地区の指定、⑤地区計画による規制

緩 和 及 び強 化 によるコントロール等 の活 用 により土 地 利 用 の方 向 性 の具 現 化 を図 る際 には、

地区内の建物用途、不適格建築物の発生に留意して準防火地域の指定を行う。 



項目 町丁目

上段：人口／世帯数 477,910 194,045 466,380 198,565 460,245 215,859 464,562 226,568 97.2% 116.8% 341,141 73.4%

下段：年少人口／年少人口比率 68,129 14.3% 63,109 13.5% 59,300 12.9% 56,719 12.2% 83.3% 85.6% 30,201 8.9%

3,774 1,501 4,715 2,050 5,186 2,549 5,692 2,869 150.8% 191.1% 4,641 81.5%

572 15.2% 630 13.4% 693 13.4% 801 14.1% 140.0% 92.8% 741 16.0%

（出典) 678 266 674 295 570 310 561 325 82.7% 122.2% 302 53.8%

 　住民基本台帳　 89 13.1% 73 10.8% 44 7.7% 37 6.6% 41.6% 50.2% 23 7.6%

　*各年3/31現在 20 13 512 259 1,039 503 1,619 736 8095.0% 5661.5% 809 50.0%

0 0.0% 53 10.4% 182 17.5% 313 19.3% - - 74 9.1%

600 256 895 386 1,101 479 1,131 518 188.5% 202.3% 507 44.8%

91 15.2% 140 15.6% 206 18.7% 205 18.1% 225.3% 119.5% 81 16.0%

1,514 577 1,725 703 1,763 889 1,666 897 110.0% 155.5% 1,436 86.2%

263 17.4% 259 15.0% 189 10.7% 174 10.4% 66.2% 60.1% 113 7.9%

962 389 909 407 713 368 715 393 74.3% 101.0% 507 70.9%

129 13.4% 105 11.6% 72 10.1% 72 10.1% 55.8% 75.1% 47 9.3%

2,988 1,178 4,429 2,047 6,243 3,149 9,060 4,463 303.2% 378.9% 1,080 11.9%

479 16.0% 508 11.5% 710 11.4% 1,207 13.3% 252.0% 83.1% 403 37.3%

2,450 987 3,656 1,629 5,603 2,767 5,568 2,846 227.3% 288.3% 1,056 19.0%

375 15.3% 418 11.4% 664 11.9% 623 11.2% 166.1% 73.1% 381 36.1%

538 191 773 418 640 382 3,492 1,617 649.1% 846.6% 24 0.7%

104 19.3% 90 11.6% 46 7.2% 584 16.7% 561.5% 86.5% 22 91.7%

項目 町丁目 ↑上段:人口／（H52/H27）

事業所数／従業員数 全市 24,994 240,615 21,537 203,998 18,957 194,906 17,878 189,054 71.5% 78.6%

ＪＲ南地区合計 376 5,773 355 4,981 354 5,512 336 4,637 89.4% 80.3%

　 西長洲町１丁目 44 858 49 1,114 51 1,274 48 1,131 109.1% 131.8%

（出典) 金楽寺町１丁目 40 1,399 36 709 47 1,175 43 1,164 107.5% 83.2%

　事業所・企業統計調査 長洲西通１丁目 122 1,984 118 1,676 104 1,352 100 1,226 82.0% 61.8%

長洲本通１丁目 107 1,123 106 1,063 109 1,341 107 993 100.0% 88.4%

長洲中通１丁目 63 409 46 419 43 370 38 123 60.3% 30.1%

ＪＲ北地区合計 314 2,878 370 3,958 377 6,108 531 8,771 169.1% 304.8%

潮江１丁目 222 1,299 269 2,552 315 5,087 471 7,950 212.2% 612.0%

潮江５丁目 92 1,579 101 1,406 62 1,021 60 821 65.2% 52.0%

　下段：年少人口／年少人口比率

平成21年7月調査 平成24年2月調査 H24/H8

長洲中通１丁目

ＪＲ北地区合計

潮江１丁目

潮江５丁目

平成8年10月調査 平成13年10月調査

長洲本通１丁目

資料1　人口・産業 　　　　　　*H9.3東西線開通　*H11.11再開発完了　　　　　　*H21.10ココエ開業　*H22区画整理完了　　　 ＊社人研推計

平成8年(1996) 平成12年(2000) 平成22年(2010) 平成27年(2015) H27/H8 平成52年(2040)

全市

ＪＲ南地区合計

西長洲町１丁目

金楽寺町1丁目

長洲西通１丁目



資料2　土地・建物

長洲本通１ 長洲本通１

長洲西通１ 長洲西通１

長洲中通１ ※ ○付き数字は街区番号を示す

※ ○付き数字は街区番号を示す

H27.1.1現在 区画数 地積(㎡) 区画％ 地積％ H27.1.1現在 区画数 地積(㎡) 区画％ 地積％

住宅地 107 24,311.15 61.5% 50.4% 住宅地 68 18,637.35 47.6% 19.2%

商業地 22 10,860.99 12.6% 22.5% 商業地 15 19,667.23 10.5% 20.2%

工業地 7 2,639.98 4.0% 5.5% 工業地 21 38,834.36 14.7% 40.0%

その他 11 6,123.26 6.3% 12.7% 病院 3 1,560.32 2.1% 1.6%

未利用地 27 4,284.65 15.5% 8.9% 未利用地 36 18,487.26 25.2% 19.0%

計 174 48220.03 100.0% 100.0% 計 143 97,187 100.0% 100.0%

H27.1.1現在 棟数 延べ床(㎡) 棟％ 床％ H27.1.1現在 棟数 延べ床(㎡) 棟％ 床％

専用住宅 78 5,289.07 43.8% 6.6% 専用住宅 54 4839.42 36.7% 8.7%

新築 2 166.50 2.6% 3.1% 新築 14 1,608.92 25.9% 33.2%

建替想定 28 1,828.78 35.9% 34.6% 建替想定 10 609.67 18.5% 12.6%

併用住宅 46 4,401.32 25.8% 5.5% 併用住宅 16 1,379.96 10.9% 2.5%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 0 0.00 0.0% 0.0%

建替想定 14 1,078.35 30.4% 24.5% 建替想定 12 995.17 75.0% 72.1%

共同住宅 25 55,018.89 14.0% 68.7% 共同住宅 4 13,703.42 2.7% 24.6%

新築 8 9,409.59 32.0% 17.1% 新築 2 9,176.64 50.0% 67.0%

建替想定 5 1,358.00 20.0% 2.5% 建替想定 1 178.74 25.0% 1.3%

店舗 9 2,387.74 5.1% 3.0% 店舗 9 3,019.79 6.1% 5.4%

新築 3 1,558.48 33.3% 65.3% 新築 5 1,021.95 55.6% 33.8%

建替想定 2 204.02 22.2% 8.5% 建替想定 0 0.00 0.0% 0.0%

事務所 6 8,306.45 3.4% 10.4% 事務所 21 9,424.36 14.3% 16.9%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 1 2,720.96 4.8% 28.9%

建替想定 0 0.00 0.0% 0.0% 建替想定 0 0.00 0.0% 0.0%

倉庫 5 573.64 2.8% 0.7% 倉庫 3 1,217.42 2.0% 2.2%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 1 670.80 33.3% 55.1%

建替想定 5 573.64 100.0% 100.0% 建替想定 2 310.54 66.7% 25.5%

工場 3 677.53 1.7% 0.8% 工場 34 19,878.88 23.1% 35.7%

新築 1 607.95 33.3% 89.7% 新築 1 197.80 2.9% 1.0%

建替想定 2 69.58 66.7% 10.3% 建替想定 1 66.11 2.9% 0.3%

その他 6 3,466.50 3.4% 4.3% その他 6 2,155.11 4.1% 3.9%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 3 671.40 50.0% 31.2%

建替想定 4 2,370.11 66.7% 68.4% 建替想定 0 0.00 0.0% 0.0%

合計 178 80,121.14 100.0% 100.0% 合計 147 55,618.36 100.0% 100.0%

新築 14 11,742.52 7.9% 14.7% 新築 27 16,068.47 18.4% 28.9%

建替想定 60 7,482.48 33.7% 9.3% 建替想定 26 2,161.23 17.7% 3.9%

＊　新築、建物の％は、それぞれの用途に対する比率を示す。

＊　新築とは調査時点より5年の間に新築された建物のことで、建替想定とは耐用年数が築30年経過した木造、築40年経
　　過した鉄骨造、築50年経過した鉄筋コンクリート造の建物としており、近いうちに建替が想定される建物のことである。

①～③ ④～⑧、⑨～⑪

①～③

①～⑥、⑩～⑬、⑮、⑯ ⑭

駅前商業・業務ゾーン

近隣商業地域
第1種住居地域
工業地域
住工共存型特別工業地区

駅周辺複合ゾーン
工業地域
（一部、緩衝緑地帯特例措置適用）

住工共存型特別工業地区



長洲本通１ 長洲西通１

長洲中通１ 西長洲町１

※ ○付き数字は街区番号を示す 金楽寺町１

潮江５ 　　①　　＊市営住宅　ﾃﾞｰﾀなし

※ ○付き数字は街区番号を示す

H27.1.1現在 区画数 地積(㎡) 区画％ 地積％ H27.1.1現在 区画数 地積(㎡) 区画％ 地積％

住宅地 198 26,064.79 79.2% 22.9% 住宅地 51 40,364.11 16.2% 12.7%

商業地 3 1,904.61 1.2% 1.7% 商業地 26 35,064.03 8.3% 11.1%

工業地 5 6,707.83 2.0% 5.9% 工業地 117 94,714.93 37.3% 29.9%

その他 5 73,250.77 2.0% 64.4% その他 49 127,139.63 15.6% 40.1%

未利用地 39 5,822.85 15.6% 5.1% 未利用地 71 19,402.10 22.6% 6.1%

計 250 113,750.85 100.0% 100.0% 計 314 316,684.80 100.0% 100.0%

H27.1.1現在 棟数 延べ床(㎡) 棟％ 床％ H27.1.1現在 棟数 延べ床(㎡) 棟％ 床％

専用住宅 184 15,001.61 71.0% 45.0% 専用住宅 62 4,163.83 17.0% 1.9%

新築 12 1,357.29 6.5% 9.0% 新築 3 365.44 4.8% 8.8%

建替想定 100 7,811.47 54.3% 52.1% 建替想定 56 3,513.95 90.3% 84.4%

併用住宅 32 4,334.66 12.4% 13.0% 併用住宅 21 3,593.85 5.8% 1.6%

新築 1 193.68 3.1% 4.5% 新築 0 0.00 0.0% 0.0%

建替想定 20 1,519.17 62.5% 35.0% 建替想定 11 2,493.85 52.4% 69.4%

共同住宅 23 9,687.64 8.9% 29.1% 共同住宅 19 57,499.23 5.2% 26.4%

新築 3 1,546.47 13.0% 16.0% 新築 0 0.00 0.0% 0.0%

建替想定 5 996.62 21.7% 10.3% 建替想定 2 699.71 10.5% 1.2%

店舗 1 32.95 0.4% 0.1% 店舗 2 2,086.35 0.5% 1.0%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 0 0.00 0.0% 0.0%

建替想定 1 32.95 100.0% 100.0% 建替想定 0 0.00 0.0% 0.0%

事務所 2 57.13 0.8% 0.2% 事務所 47 54,226.10 12.9% 24.9%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 5 1,552.28 10.6% 2.9%

建替想定 0 0.00 0.0% 0.0% 建替想定 12 1,444.40 25.5% 2.7%

倉庫 7 915.70 2.7% 2.7% 倉庫 47 14,773.52 12.9% 6.8%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 3 456.60 6.4% 3.1%

建替想定 3 640.95 42.9% 70.0% 建替想定 24 6,472.29 51.1% 43.8%

工場 0 0.00 0.0% 0.0% 工場 161 73,524.02 44.1% 33.7%

新築 0 0.00 0.0% 0.0% 新築 6 1,779.74 3.7% 2.4%

建替想定 0 0.00 0.0% 0.0% 建替想定 121 46,630.43 75.2% 63.4%

その他 10 3,315.00 3.9% 9.9% その他 6 8,082.11 1.6% 3.7%

新築 2 422.46 20.0% 12.7% 新築 2 6,066.05 33.3% 75.1%

建替想定 4 1,697.10 40.0% 51.2% 建替想定 0 0.00 0.0% 0.0%

合計 259 33,344.69 100.0% 100.0% 合計 365 217,949.01 100.0% 100.0%

新築 18 3,519.90 6.9% 10.6% 新築 19 10,220.11 5.2% 4.7%

建替想定 133 12,698.26 51.4% 38.1% 建替想定 226 61,254.63 61.9% 28.1%

＊　新築、建物の％は、それぞれの用途に対する比率を示す。

＊　新築とは調査時点より5年の間に新築された建物のことで、建替想定とは耐用年数が築30年経過した木造、築40年経
　　過した鉄骨造、築50年経過した鉄筋コンクリート造の建物としており、近いうちに建替が想定される建物のことである。

（出典）　都市計画基礎調査

①～⑬ ①～⑩ ＊④は記念公園 ⑤は市営住宅

①～⑥

産業・スポーツゾーン
工業地域
（一部、緩衝緑地帯特例措置適用）

記念公園

②、⑦、⑧ ⑫～⑯　＊⑫は道路用地

複合住宅ゾーン 第１種住居地域




